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１．目的及び視点 

監査を行うにあたっての目的と視点について整理する。 

 

（１）目的 

哲学堂公園他の施設に関する指定管理者業務は、令和３年４月より、

中野区の選定による指定管理者として、日本体育施設グループが行って

おり、現在３年目である。 

上高田運動施設、哲学堂運動施設、哲学堂公園、妙正寺川公園運動施

設といった施設の管理運営を行政に代わってより行うこととなってお

り、業務仕様書、運動施設管理運営標準仕様書に沿って業務が遂行され

ている。指定管理者募集時に提示した提案書の方針に沿って業務が行わ

れている。 

当グループは、平成 28 年度から令和 2 年度までの５年間に引き続き

選定されており、その５年間の評価が「中野区指定管理者管理運営業務 

中野区評価票」に示されている。この評価のような項目は一般的である

が、第三者による評価を行う意味は、行政と異なる視点での評価を求め

られているものであり、この視点について、明らかに示しておく必要が

ある。 

 

（２）視点 

年度ごとの業務計画書と年度が終了した時点で提出する業務報告書

では、業務として求められている内容が遂行できたか、方針として掲げ

た内容が実現していっているかが評価のポイントになる。 

行政による評価は、表出した「結果」に基づく評価が主となるため、

成果が数年遅れるような取り組みについて評価することが難しい。 

例えば、人員の育成にかかる時間は長期であり、結果が出るまで数年か

かる。新たなプログラム開発にも資料集めや手法の試行、人材育成など

に時間がかかる。 

また、経済的な面の安定を図るにも様々な検討を行うことになる。 

このような、目に見えない取組に対するアドバイス的な指導を行って

いくことを「視点」とする。 

そのため、監査による評価だけでなく、アドバイス的なコメントを加

えることとする。  
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２．参照資料・現地確認 

監査を行うにあたっては、既往の資料を参照するとともに、現地調査を

行い、管理運営者への質問などを行った。 

 

（１）参照資料 

哲学堂公園他の施設に関する指定管理者業務に関する資料として、以

下を参照した。 

 

① 募集要項 

② 指定管理者選定基準 

③ 応募時の提出資料（日本体育施設グループの提案書） 

④ 令和３年度指定管理者業務「事業計画書」 

⑤ 令和３年度指定管理者業務「業務報告書」 

⑥ 令和４年度指定管理者業務「事業計画書」 

⑦ 令和４年度指定管理者業務「業務報告書」 

⑧ 哲学堂公園ガイドマップ 

⑨ 哲学堂公園クイズなど配布資料 

⑩ 区による評価票（平成 28年～令和 2年度） 

 

 

（２）現地確認 

現状把握のため、哲学堂運動施設、哲学堂公園、妙正寺川公園運動施

の施設、利用状況などを調査した。 令和 5年 12月撮影 
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３．全般的な評価 

これまでの経緯と変化をふまえて、評価の視点を整理する。 

 

（１）これまでの評価 

日本体育施設グループは、平成 28 年度から５年間の指定管理業務を行

っており、終了した時点で評価を受けており、特に運動施設の利用向上と

広報、哲学堂公園の学習団体などの交流促進について、高く評価されてい

る。 

哲学堂公園が国名勝指定（R2年 3月）を受けた後の 7月からの応募の提

案では、「地域との交流」を大きく掲げている。 

これは区で、野球場の利用率の向上、認知度向上、都名勝指定としての

醸成が求められており、指定管理者としても、地域連携・地域貢献の取り

組みを重視している。 

この課題には、よく取り組んできていると、第三者から見ても評価でき

る。 

 

（２）これからの評価 

日本体育施設グループは基本的に体育施設の運営に高水準で取り組

んできた技術力が高く評価されている。また、平成 28年度からの第１期

の評価で、「哲学堂公園事業」の評価が高くなっていることから、利用者

サービスや公園利用の幅を広げてきたことが評価されている。 

令和３年度からの第２期の指定管理業務では、堅実な維持管理、運営

管理をベースに、文化系の要求に高レベルで答えていく必要があり、「地

域との交流」を盛んにして文化的な取組に重点を置いて、評価が得られ

るようにする必要がある。 

 

（３）重視すべき視点 

文化系の要求に高レベルで答えていくには、委員会で議論された歴史

資源の保存活用計画に対して、今後どのように取り組んでいくかを明確

にすべきである。 

このため、専門的な視点も取り入れて、長期的な目標を定め、少しづ

つでも前進させていくことが、次の評価へとつながるので重要である。 
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４．計画書及び報告書の評価 

   計画書及び報告書の書き方についてのアドバイスを行う。 

 

（１）指定管理者指定時の評価項目の対応 

ISO マネジメント、障がい者雇用、維持管理の工夫などの記述がない

が、ISOというより、PDCAの考えで品質向上の取り組みをしているかど

うかをコメントした方がよい。 

なお、環境 ISO については区の方針及び様式に基づき、四半期報を提

出しているということなので、品質向上の取り組み例を挙げるとよい。 

障がい者のスタッフ雇用については、少人数の組織体制では集団作業

や多様な業務に対応するのが難しいということであり、グループ企業各

社としては雇用を進めているようであるが、施設構造等の関係でも難し

い部分があるようである。 

 

（２）目標達成に関する記述 

事業計画書の記載が詳細であることはよいが、実行できたものと実行

できなかったものの報告が必要で、できなかった理由を自ら確認すべき

である。 

やった、やらないの評価は業務報告で求められていないが、一般的に

は確認及び結果の記載が必要と考えられる。 

評価は、数値評価ではなく、より良い運営とするためにコメントでの

評価でもよいと考えられる。 

 

（３）業務カレンダー 

事業計画書に１年間の業務カレンダーが掲載されているのは、指定管

理者の事業計画書の記載では稀であり、具体性が見えてよい。年間の各

日業務量の平準化への対応も業務報告書に記載するとよい。 

 

（４）運営協議会の運営 

専門的な見識を持つ委員や地域の声を代表する参加者の意見を指定

管理者として、どのように反映していくかについて記載するとよい。 
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５．目標達成への評価 

業務報告書の評価とは別に、取組みへのアドバイスとして記述する。 

 

（１）区及び施設の課題への対応 

〇利用者増の方策 

〇認知度向上の方法 

〇都名勝指定としての醸成 

（文化財の使い方、設備の充実度、サイン、景観、価値の発信 等） 

 

① 利用者増の方策 

運動施設の多目的利用による利用者の増加については、評価できる内

容であり、区民に身近なスポーツの場として認識を持ってもらうことは

重要である。本来の施設利用に支障が出ない範囲で、さらに展開していく

ことが望ましい。 

 

②認知度向上の方法 

各種の媒体やイベントなどで認知度を上げる取組は評価できる。 

認知度の向上が利用の増加につながると考えられるが、芝生の育成など

も考慮して、オーバーユースも視野に入れて適正化への考察が必要であ

る。 

 

② 都名勝指定としての醸成 

国名勝に指定された事実は重く、テーマへの貢献の達成度を測る指標

を用意すべきである。 

国名勝テーマへの貢献については、公園としての展開「哲学とのふれ

あい」が求められており、子どもを含む多くの人が「生きることについ

て考える」体験を楽しめる企画があるとよい。そのため、文化系人材の

まとめ役がほしい。 

運動施設の管理運営を主とした募集、業務仕様（R2年 7月）に対して、

文化財の活用・保全の項目の重要度が国名勝指定（R2年 3月）の重要度

を認識して応募資料を作成したと考えられるが、そこには文科系人材の

配置が考えられていなかったのか？  

役割を担う職員の配置とともにその分の「人件費増」が伴うが、予算や

マンパワーの無理しない範囲で少しずつ満足度を高められるようにす

る検討が必要である。現在の体制、資金で出来ることについて区と調整
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するべきである。 

テーマへの貢献の達成度としては、井上円了、ワグナー・ナンドール

の知名度ＵＰなどの認知度向上、地域の勉強会への支援などが評

価につながると考えられ、アンケートなどで確認することができ

る。 

 

（２）管理者側の運営面の対策 

 〇地域連携・地域貢献の取り組み 

〇コンプライアンス 

〇接客・応対 

〇運動施設、公園部の維持管理の品質  

 

① 地域連携・地域貢献の取り組み 

エリアマネジメントの手法を導入して、地域の中心的な存在になること

は望ましいが、本業とのバランスに配慮しておくべきであろう。地域への

貢献は重要であるが、どこまでが公園指定管理者として必要十分かという

視点も必要になる。年間での業務量平準化対応でも検討すべきである。 

 

②コンプライアンス 

公正、公平性を遵守し、公益を追及するにはＮＰＯのように、社会的な

目的と手段について、組織内で十分な合計性と実行のためのマニュアル作

成、相互チェックなどを行っていく必要がある。 

イベント、プログラムの見直しは、効果的に効率的に利用者に対して公

園の価値を伝えていくために行うものであり、イベント、プログラムを行

う意味を問い直し、逆に自然環境や本来の公園利用の価値を損ねていない

か問い直す必要がある。 

「自主事業」で気を付けるべき点は、利用料金収入と利用率の増加につ

ながれば何でもよいかというと、そうではなく、社会的な評価を得られる

取組として行うべきであり、多くの人にスポーツを身近に感じてもらうこ

とや哲学や歴史に興味をもってもらえる要素をもっているなどの視点が

重要になる。指定管理者は、公共に代わって民間事業者が公共の福祉に取

り組むことができているかどうかが重要なポイントになる。コンプライア

ンスが評価される。 

 

③接客・応対 

指定管理者制度に移行して、最も評価される点が接客態度や利用者サー
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ビスである。 

講師を招いての講習会やアンケートによる課題の発見・検証などを行っ

て、徐々に改善していく。 

 

④運動施設の維持管理 

得意とする分野であり、長期的な運用のための安全確保、使いやすさと

ライフサイクルコストの問題を予め、区と協議して修繕や更新の予算取り

を円滑に進められるようにすることが望ましい。 

指定管理者としては、不具合などを早期発見することが重要で、区との

情報共有、どちらが担当するかの協議の流れになるが、利用者目線の安全

確保や使いやすさなどをふまえた修繕計画、更新計画を区に提示していく

必要がある。区の予算措置などに応じて、応急処置や長寿命化対応をして

いくなどを協議しておくが重要である。発見と対応の計画ができていない

と、指定管理者負担が増える傾向にあると考えられる。 

 

⑤公園の植栽などの維持管理 

樹木管理は積極的に中野区に提案しており、独自に樹木管理方針を提案

して区の承認を受けているほか、樹木の生育調査（日本花の会 和田博幸

氏監修）を年１回実施して、状況把握につとめている。 

一方で、樹木を保護する立場の区民への配慮から、中野区所管課では更

新や順応的管理に非常に消極的であるということであるが、植物の扱いに

ついては専門知識と経験を要するため、入れ替わる区職員に直ぐに理解を

求めることは難しい。 

そのため、長期計画を立案して、管理方法、更新計画を作成し、学識者

にアドバイスをもらうなどしておくこと、区との合意を取り付けておくこ

とが望ましい。 
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６．組織としての改善点 

（１）年間スケジュールの見直し 

年度当初作成した年間業務カレンダーの見直しとして、イベントの重な

る春秋以外の閑散期にすべきこと（植栽基盤の整理、長寿命化対策、誘導

サインの見直し、ボランティア参加プログラムの下準備など）を整理して、

マンパワーの年間平準化を目指し、調整していく必要がある。 

同系列の業務職員を時期によって助っ人導入するような協力体制も重

要であり、技術移転にも役立つと考えられる。 

 

（２）人材活用 

社内人材活用のイメージでは、防災や歴史に詳しい職員、一人三芸を目

指しての取り組み例がある。社外人材活用のイメージでは、地域の人材掘

り起しなどをやっている指定管理者があり、参加意欲を高める待遇（講師

として、副業として）の提案がなされている。 

 

（３）人材育成 

公園管理者である区の立場としては、公益施設の運営を民間企業や組織

を指定して管理運営させるための基本的な条件は、民間企業・団体にコン

プライアンス（公正、公平、公益）を遵守しながら、民間としての技術力、

自在性、企画力、効率性、資金力などを発揮してもらえるように、将来に

わたって安定した機能発揮を望んでいる訳であり、期待している。 

この要求に応えられる組織が継続的に業務を遂行して、社会ニーズに応

えることができる。そのためには、自治体ができない人材育成や企業間連

携を計画的に行っていくこと、行っていることをアピールする必要がある。 

やりがいのある職種としての指定管理者の職員育成では、若手に企画を

遂行させて、技術力、コミュニケーション力の成長を促すように、次代を

担う人材育成に取り組むことは、企業の最大の強みになると考えられます。

このことから、アルバイトの正規スタッフへの育成プログラムなどをアピ

ールすることは重要であると考えます。 
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７．令和４年度の第三者評価 

令和３年より新型コロナウィルス感染症が拡大し、様々な活動に影響を

与えた時期であるにも関わらず、成果を出している点で評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


